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答  申 

 

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した児童手当支給事由消滅処

分に係る審査請求について、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申

する。 

 

第１ 審査会の結論 

本件審査請求は、棄却すべきである。 

 

第２ 審査請求の趣旨 

本件審査請求の趣旨は、○○区長（以下「処分庁」という。）が、児童

手当法（以下「法」という。）に基づき、令和５年８月４日付けの児童手

当支給事由消滅通知書により請求人に対して行った児童手当支給事由

消滅処分（以下「本件処分」という。）について、その取消しを求めるも

のである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨 

請求人は、次のことから、本件処分は不当であると主張している。 

不動産売却所得があったが、住居購入のための支出が売却収入よりも

多く、住宅ローンの支払があり、子育てのために以前より児童手当を充

当していた支出が困難となり、子供に十分な教育を受けさせ続けるため

に必要であるから、本件処分は不当である。 

 

第４ 審理員意見書の結論 

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項により、

棄却すべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

   審査会は、本件諮問について、以下のとおり審議した。 

年 月 日 審議経過 

令和６年 ４月３０日 諮問 
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令和６年 ７月１１日 審議（第９０回第４部会） 

令和６年 ８月 ９日 審議（第９１回第４部会） 

 

第６ 審査会の判断の理由 

審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。 

１ 法令等の定め 

(1) 児童手当・特例給付の受給資格 

法４条１項１号は、児童手当の支給要件について、児童を監護し、

かつ、これと生計を同じくするその父又は母であって、日本国内に住

所を有するものを対象とすると規定している。ただし、法５条１項は、

児童手当法施行令（以下「法施行令」という。）１条で定める一定額以

上の所得（前年の所得（１月から５月までの月分については前々年の

所得））がある者については、児童手当を支給しないと規定している。 

法附則２条１項は、当分の間、法４条に規定する要件に該当する者

（法５条１項の規定により児童手当が支給されない者であって、その

者の前年又は前々年の所得が、当該者の扶養親族等（以下単に「扶養

親族等」という。）及び当該者の扶養親族等でない児童で当該者が当該

年の１２月３１日において生計を維持したもの（以下単に「児童」と

いう。）の有無及び数に応じて、政令で定める額未満であるものに限る。）

に対し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）は所定の給付（特例給付）

を行う旨規定している（以下、児童手当及び特例給付を併せて「手当」

という。）。 

(2) 児童手当に係る所得の額、範囲及び計算方法 

法５条２項は、同条１項に規定する所得の範囲及びその額の計算方

法は、政令で定めるとしている。 

これを受けて、法施行令１条は、法５条１項に規定する政令で定め

る額は、扶養親族等及び児童がないときは６２２万円とし、扶養親族

等又は児童があるときは６２２万円に当該扶養親族等又は児童１人に

つき３８万円（当該扶養親族等が所得税法に規定する同一生計配偶者

（７０歳以上の者に限る。）又は老人扶養親族であるときは、当該同一

生計配偶者又は老人扶養親族１人につき４４万円）を加算した額とす

るとしている。 

また、法施行令２条は、法５条１項に規定する所得は、地方税法５
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条２項１号に掲げる市町村民税（特別区が同法１条２項の規定によっ

て課する同法５条２項１号に掲げる税を含む。以下同じ。）についての

同法その他の市町村民税に関する法令の規定による非課税所得以外の

所得とするとしている。 

さらに、法施行令３条１項は、法５条１項に規定する所得の額は、

その所得が生じた年の翌年の４月１日の属する年度分の市町村民税に

係る地方税法３１３条１項に規定する総所得金額、同法附則３４条４

項に規定する長期譲渡所得の金額、同法附則３５条５項に規定する短

期譲渡所得の金額等の額の合計額から８万円を控除した額とするとし

ている。 

(3) 特例給付に係る所得の額、範囲及び計算方法 

法附則２条３項は、同条１項に規定する所得の範囲及びその額の計

算方法並びにいずれの月分の給付について前年又は前々年の所得を用

いるかの区分は、政令で定めるとしている。 

これを受けて、法施行令７条は、法附則２条１項に規定する政令で

定める額は、扶養親族等及び児童がないときは８５８万円とし、扶養

親族等又は児童があるときは８５８万円に当該扶養親族等又は児童１

人につき３８万円（当該扶養親族等が所得税法に規定する同一生計配

偶者（７０歳以上の者に限る。）又は老人扶養親族であるときは、当該

同一生計配偶者又は老人扶養親族１人につき４４万円）を加算した額

とするとしている。 

また、法施行令８条は、２条の規定は法附則２条１項に規定する所

得の範囲について、３条の規定は同項に規定する所得の額の計算方法

について、それぞれ準用するとしている。 

さらに、法施行令９条は、法附則２条３項のいずれの月分の給付に

ついて前年又は前々年の所得を用いるかの区分は、１月から５月まで

の月分の給付については、前々年の所得とし、６月から１２月までの

月分の給付については、前年の所得とするとしている。 

(4) 現況届 

児童手当法施行規則（以下「法施行規則」という。）４条１項は、一

般受給者は、毎年６月１日から同月３０日までの間に、その年の６月

１日における状況を記載した届書を市町村長に提出しなければならな

いとしている。 

また、同条３項は、市町村長は、同条１項の規定に基づき届け出ら
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れるべき書類の内容を公簿等によって確認することができるときは、

当該届出を省略させることができるとしている。 

(5) 受給・支給事由の消滅 

法施行規則１５条により特例給付に準用される法施行規則１０条は、

市町村長は、手当の受給資格についての処分を行ったときは、文書で、

その内容を手当の受給者に通知しなければならないとしている。 

「市町村における児童手当関係事務処理について」（平成２７年１２

月１８日付府子本第４３０号内閣府子ども・子育て本部統括官通知別

添の「児童手当市町村事務処理ガイドライン」（令和３年９月１日付府

子本第８８４号内閣府子ども・子育て本部統括官通知による改正後の

もの。以下「ガイドライン」という。）２２条１項は、受給事由消滅届

の提出がない場合においても、公簿等によって手当の支給事由が消滅

したものと確認したときは、職権に基づいて支給事由消滅についての

処理をすることができるとし、その職権に基づく処理を行うことがで

きる場合として、同項７号で、法５条１項の所得の額が、児童手当の

所得制限限度額（特例給付の所得上限額を含む。）を超過した場合を挙

げる。 

「児童手当Ｑ＆Ａ集」（平成２５年９月３０日厚生労働省児童手当管

理室作成。令和４年７月１９日改正）問２－２７では、６月の現況届

の審査で所得上限限度額以上となった者の支給事由の消滅日は５月３

１日になるかとの問いに対して、そのように取り扱う旨、回答してい

る。 

(6) ガイドラインの位置付け 

ガイドラインは、地方自治法２４５条の４に規定する技術的な助言

である。ガイドライン２２条１項７号は、本件の適用において合理性

がないものとは認められない。 

２ 本件処分についての検討 

児童手当の所得上限額は、扶養人数が３人（かつ老人扶養親族はなし）

の場合７，３６０，０００円（以下「本件所得上限額１」という。）であ

るとされ（１・(2)参照）、前年の所得を用いるとするとされている（同・

(1)）。また、特例給付の所得上限額は、上記児童手当と同じ条件の場合

９，７２０，０００円（以下「本件所得上限額２」という。）であるとさ

れ（同・(3)参照）、６月から１２月までの月分の特例給付については前

年の所得を用いるとするとされている（同）。 
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そして、受給資格消滅届の提出がなくても公簿等によって手当の支給

事由が消滅したものと確認したときは、職権に基づいて支給事由消滅に

ついての処理をすることができるとされ（同・(5)）、６月の現況届（た

だし、公簿等で確認できるときは、現況届は省略できる。）の審査で所得

上限限度額以上となった者の支給事由の消滅日は５月３１日であると

されている（同・(4)及び(5)）。 

そうすると、処分庁が、令和４年の請求人の所得が本件所得上限額１

及び同２以上であると公簿等により確認したため、令和５年６月分以降

の児童手当を請求人に対して支給する事由が消滅したとして（かつ、特

例給付を支給する対象にはならないものとして）、消滅日を「令和５年５

月３１日」として本件処分を行ったことは、上記１の法令等の定めに則

って適正に行われたものである。 

３ 請求人の主張についての検討 

請求人は、上記第３のとおり、不動産の売却により所得が増加したが、

住居購入支出が同売却収入を上回り、住宅ローンの支払があることから、

本件各児童の養育及び教育のためには児童手当が必要であるとして、本

件処分の不当性を主張している。 

しかし、手当の支給可否を判断する基となる所得には、不動産の売却

による所得（長期譲渡所得又は短期譲渡所得）も含まれるため（１・(2)

及び(3)）、請求人のいうような個別の事情があったとしても、請求人は

手当の支給対象とはならない。なお、上記のような事情を考慮すべきと

する特段の規定の存在を確認することはできない。 

４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令解

釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行われて

いるものと判断する。 

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

（答申を行った委員の氏名） 

原道子、井上裕明、横田明美 


